
○
地
方
行
政
委
員
会

内
閣
提
出
法
律
案
（
二
件
）

番
号

件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
名

先議院

提
　
出

月
　
日

参
　
　
　
議
　
　
　
院

衆
　
　
　
議
　
　
　
院

備
　
　
　
　
考

委
員
会

付
　
　
託

委
員
会

議
　
　
決

本
会
議

議
　
　
決

委
員
会

付
　
　
託

委
員
会

議
　
　
決

本
会
議

議
　
　
決

6
9

　

外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
一

般
職
の
地
方
公
務
員
の
処
遇
等
に
関
す
る
法
律
案

参

六
二
、
三
、
一
九

六
二
、
三
、
一
九

六
二
、
五
、
二
一

可
　
　
決

六
二
、
五
、
二
二

可
　
　
決

六
二
、
三
、
一
九

　
　
（
予
）

　
六
二
、
五
、
二
六

可
　
　
決

　
六
二
、
五
、
二
六

可
　
　
決

7
6

　

昭
和
六
十
二
年
度
に
お
け
る
地
方
公
務
員
等
共
済
組

合
法
の
年
金
の
額
の
改
定
の
特
例
に
関
す
る
法
律
案

衆

三
、
二
三

三
、
二
三

（
予
）

　
　
五
、
二
五

可
　
　
決

　
　
五
、
二
七

可
　
　
決

三
、
二
三

　
　
五
、
二
一

修
　
　
正

　
　
五
、
二
一

修
　
　
正

衆
議
院
議
員
提
出
法
律
案
（
一
件
）

番
号

件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
名

提
　
出
　
者

（
月
　
　
　
日
）

予
備
送

付
月
日

本
院
へ
提

出
月
日

参
　
　
　
議
　
　
　
院

衆
　
　
　
議
　
　
　
院

備
　
　
考

委
員
会

付
　
　
託

委
員
会

議
　
　
決

本
会
議

議
　
　
決

委
員
会

付
　
　
託

委
員
会

議
　
　
決

本
会
議

議
　
　
決

５

地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

地
方
行
政
委
員
長

（
六
二
、
三
、
二
四
）

六
二
、
三
、
二
四

六
二
、
三
、
二
五

六
二
、
三
、
二
四

　
　
（
予
）

六
二
、
三
、
二
六

可
　
　
決

六
二
、
三
、
二
七

可
　
　
決

六
二
、
三
、
二
五

可
　
　
決



外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
一
般
職
の
地
方
公
務

員
の
処
遇
等
に
関
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
六
九
号
）

要
旨　

本
法
律
案
は
、
国
際
協
力
等
の
目
的
で
、
外
国
の
地
方
公
共
団
体

の
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の
処
遇
等
に
つ
い

て
、
国
際
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
一
般
職
の
国
家
公
務
員
の
処
遇
等

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
十
七
号
）
と
同
様
の
制

度
を
創
設
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

一
、
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の
派
遣

　
任
命
権
者
は
、
地
方
公
共
団
体
と
外
国
の
地
方
公
共
団
体
と
の

合
意
等
に
基
づ
き
ま
た
は
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
、
外
国
政

府
の
機
関
等
か
ら
の
要
請
に
応
じ
、
こ
れ
ら
の
機
関
の
業
務
に
従

事
さ
せ
る
た
め
、
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
職
員
を
派
遣

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

二
、
派
遣
職
員
の
職
等

　
派
遣
職
員
は
、
派
遣
期
間
中
、
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
し
て

の
職
を
保
有
す
る
が
、
そ
の
職
務
に
従
事
し
な
い
も
の
と
し
、
派

遣
が
終
了
し
た
と
き
は
、
職
務
に
復
帰
す
る
も
の
と
す
る
。

三
、
派
遣
職
員
の
業
務
上
の
災
害
に
対
す
る
補
償
等

　
　
派
遣
職
員
の
業
務
上
の
災
害
に
つ
い
て
は
、
派
遣
先
の
機
関
の

　
業
務
を
公
務
と
み
な
し
て
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
に
よ
る
補
償

　
及
び
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
に
よ
る
給
付
を
行
う
。
ま
た
、

　
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
に
よ
る
給
付
に
つ
い
て
は
、
給
付
額

　
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
給
料
に
つ
い
て
特
例
を
設
け
る
。

四
、
派
遣
職
員
の
給
与
等

　
　
派
遣
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
国
際
機
関

　
等
に
派
遣
さ
れ
る
国
家
公
務
員
の
給
与
及
び
旅
費
の
支
給
に
関
す

　
る
事
項
を
基
準
と
し
て
、
条
例
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

五
、
派
遣
職
員
の
復
帰
時
に
お
け
る
処
遇

　
　
派
遣
職
員
が
職
務
に
復
帰
し
た
と
き
の
任
用
、
給
与
等
に
関
す

　
る
処
遇
に
つ
い
て
は
、
部
内
の
職
員
と
の
均
衡
を
失
す
る
こ
と
の

　
な
い
よ
う
適
切
な
配
慮
が
加
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

六
、
施
行
期
日
等

　
　
こ
の
法
律
は
、
昭
和
六
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　
な
お
、
条
例
施
行
の
際
、
現
に
休
職
ま
た
は
職
務
専
念
義
務
を
免

　
除
す
る
措
置
に
よ
り
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
の
業
務
に

　
従
事
し
て
い
る
職
員
に
つ
い
て
必
要
な
経
過
措
置
を
講
ず
る
。



委
員
長
報
告

　
た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
法
律
案
に
つ
い
て
、
委
員
会
に
お

け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
い
た
し
ま
す
。

　
本
法
律
案
は
、
国
際
協
力
等
の
目
的
で
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の

機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
一
般
職
の
地
方
公
務
員
が
安
ん
じ
て
派
遣
先

の
業
務
に
専
念
で
き
る
よ
う
、
そ
の
身
分
取
り
扱
い
に
つ
い
て
国
家

公
務
員
の
場
合
と
同
様
の
制
度
を
設
け
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま

し
て
、
派
遣
職
員
は
、
派
遣
期
間
中
、
職
員
と
し
て
の
職
を
保
有
す

る
こ
と
、
派
遣
先
の
機
関
の
業
務
を
公
務
と
み
な
し
て
地
方
公
務
員

災
害
補
償
法
等
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
、
派
遣
職
員
の
給
与
等
の

支
給
及
び
派
遣
職
員
の
復
帰
時
に
お
け
る
処
遇
等
に
つ
き
所
要
の
規

定
の
整
備
を
行
う
ほ
か
、
施
行
期
日
を
昭
和
六
十
三
年
四
月
一
日
か

ら
と
す
る
こ
と
等
を
主
な
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　
委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
政
府
よ
り
趣
旨
説
明
を
聴
取
し
た
後
、

派
遣
職
員
の
処
遇
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
国
際
交
流
の
あ
り
方

等
の
問
題
に
つ
い
て
熱
心
な
質
疑
を
行
い
ま
し
た
。

　
質
疑
を
終
局
し
、
採
決
を
行
い
ま
し
た
と
こ
ろ
、
本
法
律
案
は
全

会
一
致
を
も
つ
て
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま

し
た
。

　
以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

昭
和
六
十
二
年
度
に
お
け
る
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
年
金
の
額

の
改
定
の
特
例
に
関
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
七
六
号
）

要
旨

　
本
案
は
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
年
金
の
額
に
つ
い
て
、

厚
生
年
金
保
険
法
に
よ
る
年
金
た
る
保
険
給
付
の
額
及
び
国
民
年
金

法
に
よ
る
年
金
た
る
給
付
の
額
の
改
定
に
準
じ
、
改
定
の
措
置
を
講

じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
年
金
に
つ
い
て
、
昭
和
六
十
年

　
の
消
費
者
物
価
指
数
に
対
す
る
昭
和
六
十
一
年
の
消
費
者
物
価
指

　
数
の
比
率
を
基
準
と
し
て
、
昭
和
六
十
二
年
四
月
分
か
ら
増
額
改

　
定
（
〇
・
六
％
）
す
る
こ
と
。

二
、
本
法
律
に
よ
り
年
金
で
あ
る
給
付
の
額
の
改
定
措
置
が
講
じ
ら

　
れ
た
と
き
は
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
に
定
め
る
自
動
改
定

　
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
。

　
な
お
、
衆
議
院
に
お
い
て
施
行
期
日
を
「
公
布
の
日
」
と
す
る
修

正
が
行
わ
れ
て
い
る
。

委
員
長
報
告

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
法
律
案
に
つ
い
て
、
委
員
会
に
お



け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
い
た
し
ま
す
。

　
本
法
律
案
は
、
厚
生
年
金
及
び
国
民
年
金
の
改
定
措
置
に
な
ら
い
、

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
に
基
づ
く
退
職
共
済
年
金
等
に
つ
き
ま

し
て
、
昭
和
六
十
年
の
消
費
者
物
価
指
数
に
対
す
る
昭
和
六
十
一
年

の
消
費
者
物
価
指
数
の
比
率
を
基
準
と
し
て
、
昭
和
六
十
二
年
四
月

分
以
後
の
年
金
の
額
を
改
定
す
る
こ
と
を
主
な
内
容
と
す
る
も
の
で

あ
り
ま
す
。

　
委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
政
府
よ
り
趣
旨
説
明
を
聴
取
し
た
後
、

地
方
公
務
員
共
済
年
金
の
額
の
改
定
方
式
の
あ
り
方
等
の
問
題
に
つ

い
て
熱
心
な
質
疑
を
行
い
ま
し
た
。

　
質
疑
を
終
局
し
、
採
決
を
行
い
ま
し
た
と
こ
ろ
、
本
法
律
案
は
全

会
一
致
を
も
つ
て
、
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し

ま
し
た
。

　
以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
衆
第
五
号
）

要
旨　

本
法
律
案
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
道
府
県
及
び
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
に
つ
い
て
、
昭
和
六
十
一

　
年
度
に
お
い
て
講
じ
ら
れ
た
税
率
等
の
特
例
措
置
を
昭
和
六
十
二

　
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
延
長
す
る
。

二
、
住
民
税
、
事
業
税
、
不
動
産
取
得
税
、
自
動
車
税
、
軽
自
動
車

　
税
、
固
定
資
産
税
、
都
市
計
画
税
、
電
気
税
、
特
別
土
地
保
有
税
、

　
自
動
車
取
得
税
及
び
事
業
所
税
に
お
い
て
税
額
の
減
額
措
置
等
の

　
適
用
期
限
の
延
長
等
を
行
う
。

三
、
事
業
税
、
不
動
産
取
得
税
、
固
定
資
産
税
、
都
市
計
画
税
、
特

　
別
土
地
保
有
税
、
自
動
車
取
得
税
及
び
事
業
所
税
に
お
い
て
非
課

　
税
措
置
等
を
講
ず
る
ほ
か
国
民
健
康
保
険
税
に
お
い
て
課
税
限
度

　
額
の
引
き
上
げ
及
び
減
額
基
準
の
引
き
上
げ
を
行
う
。

委
員
長
報
告

　
地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
つ
い
て
、
委
員
会
に
お

け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
い
た
し
ま
す
。

　
本
法
律
案
は
、
昭
和
六
十
二
年
度
を
目
前
に
し
て
特
に
緊
急
に
対

応
す
る
こ
と
が
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と

す
る
も
の
で
あ
り
ま
し
て
、
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
及
び
市
町
村
た

ば
こ
消
費
税
の
税
率
等
の
特
例
措
置
を
昭
和
六
十
二
年
十
二
月
三
十

一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
、
固
定
資
産
税
等
の
税
額
の
減
額
措
置
の

適
用
期
限
を
延
長
す
る
こ
と
、
不
動
産
取
得
税
等
に
お
い
て
非
課
税



措
置
を
講
ず
る
こ
と
等
を
主
な
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　
委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
衆
議
院
地
方
行
政
委
員
長
石
橋
一
弥

君
よ
り
趣
旨
説
明
を
聴
取
し
た
後
、
討
論
に
入
り
ま
し
た
と
こ
ろ
、

日
本
社
会
党
・
護
憲
共
同
を
代
表
し
て
佐
藤
委
員
、
公
明
党
・
国
民

会
議
を
代
表
し
て
馬
場
委
員
、
日
本
共
産
党
を
代
表
し
て
神
谷
委
員
、

民
社
党
・
国
民
連
合
を
代
表
し
て
抜
山
委
員
、
新
政
ク
ラ
ブ
を
代
表

し
て
秋
山
委
員
が
そ
れ
ぞ
れ
反
対
、
自
由
民
主
党
を
代
表
し
て
出
口

委
員
よ
り
賛
成
の
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

　
討
論
を
終
わ
り
、
採
決
を
行
い
ま
し
た
と
こ
ろ
、
本
法
律
案
は
多

数
を
も
つ
て
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

　
以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。




